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1．序論
　最新の地震動評価では、短周期成分は統計的グリー
ン関数法で計算されることが多い。しかし、統計的グ
リーン関数法では通常、地震基盤波を作成して 1 次元
重複反射理論により工学的基盤まで増幅させること

（従来法）が行われ、地盤の不整形性が考慮されてい
ない。一方、兵庫県南部地震の際に極めて重要な問題
とされた、深部地盤構造の 2 次元効果による特異な増
幅 1）は、短周期で影響する可能性が指摘されている。
また、大阪平野には上町断層帯もしくは生駒断層帯近
傍において、基盤深度が急激に変化する地域がある（図 
1）。
　そこで本研究では、大阪エリアで、地盤の 2 次元不
整形性を考慮して短周期まで計算できる 2 次元 FEM
解析を用いた 2 次元増幅と従来法の 1 次元増幅による
地震動評価を比較した。まず、入射波にリッカー波を
用いて、2 次元効果による増幅特性を把握した。そし
て、大阪エリアでの甚大な被害が懸念される上町断層
帯地震を対象地震として地震動評価を行い、2 次元増
幅の必要性を検討した。
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2．検討対象地域と深部地盤断面モデル
　大阪エリアには深部地盤において上町断層帯および
生駒断層帯による段差構造が存在する。本研究では、
そのような深部地盤に不整形性が見られる地盤断面を
対象として検討を行う。上町断層帯による基盤深度差
が特に大きい大阪エリアの北側地域を検討対象地域と
し、図 1 に示す太線部で切った地盤断面をモデル化し、
Umeda-model とする。上町断層帯と生駒断層帯にほ
ぼ直交する長さ 30km の東西方向断面モデルであり、
大阪の中心地である梅田駅を通る。
　深部地盤データ 3）を基に作成した Umeda-model の
概略図を図 2 に示す。本検討では、地震基盤から工
学的基盤までを深部地盤と称し、地震基盤は Vs=3200

（m/s）、 工 学 的 基 盤 は Vs=400（m/s） と し、 深 さ
2km までをモデル化している。そのため、上面が工
学的基盤位置である。各層の物性値を表 1 に示す。減
衰定数 h は文献 4）より、h=1/（2Q0ƒ1.0）で算出され
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図 1　 大阪エリアの地震基盤の深度コンター２）と
検討対象地盤断面の位置 図 2　深部地盤 Umeda-model の概略図
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る振動数依存の値とした。さらに、2 次元 FEM 解析
を行うためにメッシュ分割を行い、各層の要素サイズ
は最大 5Hz までの波動伝搬が表現できるように設定
した。

表 1 Umeda-model の各層の物性値

3．リッカー波による基本的な検討
3.1　入射波
　本節の検討で用いる入射波は、リッカー波である。
リッカー波は周波数成分が中心振動数 fp の近傍に集
中した波であり、本検討では fp=0.2, 0.5, 1.0, 1.5, 2.0, 3.0

（Hz）の 6 波を入射波として用いた。なお、最大加速
度は 300（cm/s2）になるように基準化した。波形の
一例として図 3 に fp=1.0（Hz）の加速度波形を示す。

図 3　リッカー波の波形（fp=1.0Hz）

3.2　解析手法
（1）2 次元 FEM 解析
　解析全領域を線形とし、解析モデルの側面はエネル
ギー伝達境界、底面は粘性境界とし、周波数応答解析
により伝達関数の算出を行う。本検討では、リッカー
波を Umeda-model の地震基盤の底面に一様鉛直入射
する SV 波解析（面内水平成分）と SH 波解析（面外
水平成分）の 2 パターンに対して、0 〜 5Hz の周波数
領域で応答計算する。応答算出地点は工学的基盤位置
の 100m 間隔の 301 地点である。

（2）1 次元解析
　1 次元重複反射理論に基づき算出した深部地盤の伝
達関数を入射波のフーリエ変換と掛け合わせ、フーリ
エ逆変換することで工学的基盤波を算出する。2 次元
FEM 解析と同様、伝達関数はモデル下端で地震基盤
中の深度 2km 位置に対する工学的基盤位置の伝達関

数であり、解析全領域を線形として計算する。地盤モ
デルは、2次元FEM解析の応答算出地点の301地点で、
直下の 2 次元モデルの層構造を抽出して作成した。
301 地点の地盤モデルすべてで、6 波のリッカー波を
入射して工学的基盤波を算出する。

3.3　解析結果の比較と考察
（1）最大加速度分布の比較
　図 4 に、fp ＝ 0.2, 1.0, 2.0（Hz）のリッカー波を入
射した場合の工学的基盤位置の最大加速度分布の比較
を示す。各図とも横軸は断面モデルの西端からの距離
であり、断面モデルの段差位置は黒色の点線で示して
いる。段差近傍で、1 次元解析と 2 次元 FEM 解析に
差が見られる。特に、段差位置から西側に約 1 〜
2km の地点で、2 次元 FEM 解析の場合は局所的に最
大振幅が増大している。また逆に、段差近傍で最大振
幅が低下している地点もある。図 4（b）では段差か
ら西側 700m で最大振幅増大地点、西側 300m で最大
振幅低下地点が現れている。また、2 次元 FEM 解析
の SV 波解析と SH 波解析にも差が見られる。

図 4　最大加速度分布の比較
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（4）散乱波と鉛直実体波の位相の干渉
　図 7 に fp ＝ 1.0（Hz）のリッカー波の SV 波入射時
の上町断層近傍地点の散乱波と 1 次元解析波の比較を
示す。段差から西側 700m 地点は 2 次元 FEM 解析の
局所的な最大振幅増大地点で、段差から西側 300m 地
点は最大振幅低下地点である。図 7 から西側 700m 地
点では 1 次元解析波と散乱波の位相が揃い、西側
300m 地点では位相がずれていることがわかる。した
がって、局所的な最大振幅の増大は、鉛直実体波と散
乱波の位相が揃うことで発生すると考えられる。

4．上町断層帯地震の地震動評価
4.1　検討手法
　検討手法では、工学的基盤波を図 8 に示す手順で
算出する。検討手法は従来法では考慮できない深部地
盤の 2 次元不整形性を考慮できる。今回用いた 2 次元
FEM 解析は一様入射であるが、基盤波の空間的な変
動を考慮するため以下の工夫をした。観測点ごとに入
射波を変え、その入射波はその観測点の直下の地震基
盤位置で統計的グリーン関数法により求めた波形とし
た。また、地震応答の水平方向の連続性を確保するた
めに入射波の位相はすべて同じとする。

図 7　上町段差近傍地点の散乱波と1D 解析波の比較

（2）段差構造の影響範囲と局所振幅増大率
　図 5（a）に、段差構造により 2 次元 FEM 解析と 1
次元解析で最大振幅に差が生じている範囲を示す。低
振動数の波ほど段差構造の影響範囲は広がることがわ
かる。また、影響範囲は上町段差と生駒段差でも差が
あり、上町段差の方が大きい。
　図 5（b）には、局所的な最大振幅増大地点におい
て 1 次元解析に対する 2 次元 FEM 解析の最大振幅の
増大率を示す。上町段差と生駒段差では局所振幅増大
率が大きくなる周期帯が異なることがわかる。上町段
差では fp=1.5 〜 3.0（Hz）、生駒段差では fp=0.5 〜 1.0

（Hz）で特に大きく、上町段差の方が生駒段差よりも
増大率が大きくなる周期帯が短周期側である。両段差
とも、最大で 1 次元解析の約 1.8 倍も 2 次元解析の最
大振幅は大きくなる。

（3）散乱波の抽出
　2 次元 FEM 解析波から 1 次元解析波を引くことで、
地盤の不整形性により生じる散乱波を抽出する。図 6
に fp=1.0（Hz）のリッカー波の SV 波入射時の上町
段差近傍地点の散乱波を示す。図の縦軸は段差からの
距離を表していて、段差西側を＋、段差東側を－とし、
段差位置から東西に 1.5km までの散乱波を示してい
る。段差位置で散乱波が生成され、段差を境に東西で
散乱波の位相が反転している。

図 5　段差構造の影響範囲と局所振幅増大率

図 6　上町段差近傍の散乱波（fp=1.0Hz）

図 8　検討手法と従来法の違い
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4.2　統計的グリーン関数法による地震基盤波の算出
　本検討での断層パラメータは、中央防災会議の強震
動評価で用いられたモデル 5）を基に設定した。図 9
に断層モデルを、表 2 に断層パラメータを示す。統
計的グリーン関数法により、Umeda-model 下端の
100m 間隔の 301 地点の地震基盤波を算出した。

図 9　断層モデル

表 2　断層パラメータ

4.3　深部地盤の応答評価
　上町断層帯地震の地震基盤波を入射波として、Um 
eda-model で 1 次元解析と 2 次元 FEM 解析を行った。
図 10 に工学的基盤位置の最大速度分布を示す。EW
方向の 2 次元 FEM 解析（SV 波解析）では U1 地点
と U2 地点で最大速度が局所的に増大している。U1
地点で 2 次元 FEM 解析の最大振幅は 1 次元解析の 1.7
倍、U2 地点では 2.2 倍になる。一方、NS 方向（SH
波解析）は EW 方向ほど局所的な最大振幅の増大が
顕著ではない。U1 地点の EW 方向の工学的基盤波（速
度波形）と、擬似速度応答スペクトル（減衰定数 5％）
を図 11 と図 12 にそれぞれ示す。図 11 の速度波形で
は、2 次元 FEM 解析波は主要動の多くのピークで 1
次元解析波よりも振幅が大きい。図 12 から 2 次元
FEM 解析と 1 次元解析の応答差は周期 0.4 〜 0.7 （s）
で特に大きく、最大で 2 倍程度にもなる。また、告示
スペクトル（レベル 2）も大きく上回っている。

図 10　工学的基盤位置の最大速度分布

図 11　U1 地点の工学的基盤波（速度波形）

図 12　U1 地点の擬似速度応答スペクトル
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5．結論
　本研究では、1次元モデルで評価されることが多い
深部地盤の増幅率を 2次元モデルで評価した。例とし
て梅田駅を通り、上町断層帯と生駒断層帯による段差
構造を有する深部地盤で 1次元解析と 2次元解析を比
較した。以下に本検討で得られた結果を示す。
1）リッカー波による基本的な検討
・�段差構造で発生する散乱波と鉛直実体波の干渉によ
り、段差西側で振幅が局所的に増大した。
・�段差構造の影響する範囲は低振動数ほど広く、卓越
振動数 0.2Hz の波では段差から 4kmの範囲まで影
響が及ぶ。
・�2 次元増幅の 1次元増幅に対する増大率は最大 1.8
になり、上町段差の方が生駒段差よりも増大率が大
きくなる周期帯が短周期側であった。
2）上町断層帯地震の地震動評価
・�2 次元解析では、段差近傍地点で局所的に最大振幅
が増大し、上町段差で 1.7 倍、生駒段差で 2.2 倍も
1次元解析よりも大きくなった。
　�上町段差による局所的な増幅では周期 0.4 ～ 0.7�（s）
成分が特に増幅した。
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